様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 　2024年　1月　22日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）　けんくうしゃ　　 　　  
一般事業主の氏名又は名称　株式会社研空社　　　　 
（ふりがな）　おだ しげゆき　　　 　 
（法人の場合）代表者の氏名　代表取締役 小田 茂幸 印
住所　〒214-0021
神奈川県川崎市多摩区宿河原1丁目20-11
法人番号　1020001064041　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	DX戦略推進への取組


	公表日
	2024年　1月　12日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社ホームページ＞DX認定＞DX戦略推進への取組
https://www.kenk.jp/dxcert/

	記載内容抜粋
	弊社は『顧客に信頼される品質と技術を提供し、社会に貢献すること』を目指しています。
これは創業当初から変わらぬ想いです。
我々建設業界では労働人口減少が大きな課題となっており、デジタル技術を活用した事業変革がこれまでの業界の常識を変える大きなきっかけとなっています。
DX戦略の推進は企業の宝である『人財』の確保、労働環境の改善、生産性向上に繋がります。
さらにはこれまでの業務プロセスを変革することにより、情報を充実させ活用することで新たな付加価値を創造できます。
弊社のコア事業である現場業務をさらに強靭化するために、DXを積極的に推進し社員全員が結束・協力し支え合うことで組織力強化を目指します。
またDX戦略推進を通してデジタル環境を充実させることで多様な働き方を提供し、生産性を向上させるプラットフォームを構築します。
弊社社員だけではなく弊社事業に関わる全てのステークホルダーの皆さまのライフワークバランスの充実を通してこれからも社会に貢献していきます。
株式会社研空社
　　　　　　　　代表取締役　小田茂幸

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	意思決定機関である取締役及び役員にて承認され、ホームページに公表しています。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	DX推進への具体的な戦略


	公表日
	2024年　1月　12日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社ホームページ＞DX認定＞DX推進への具体的な戦略
https://www.kenk.jp/dxcert/

	記載内容抜粋
	【現場業務プロセスの効率化と生産性向上】
◆BIM及び3DCADの活用
・情報を活用することで新たな付加価値を創造します。
・施工図精度UPにより施工時間を削減させます。
◆デジタルツールを活用した現場管理
・図面や資料をデジタル化しタブレット端末を使用することによりペーパーレス化するとともに現場と事務所の移動時間を削減します。
・現場の進捗状況や検査指摘事項などの情報をリアルタイムで共有します。
・1対1の情報共有から1対∞の情報共有を行います
・施工写真・検査記録写真などを撮影と同時に帳票作成し事務作業を短縮させます
◆WEB会議の活用
・会議への移動時間を削減します
◆労務安全書類のクラウド化
・ペーパーレス化し紙ファイル運用から脱却します
・クラウド上で情報を共有します
【社内業務プロセスの効率化】
◆社内決済承認システムを電子化
・ハンコ文化の廃止し業務スピードを向上させます
◆経理書類の電子化
・ペーパーレス化し郵送による手間・無駄を省きます
◆社内ネットワークにリモートアクセス
・移動による無駄を削減します
　柔軟・多様な働き方を実現させます
◆ビジネスチャットツールの活用
・グループチャットにより社員間の情報共有スピードを向上させます
・車両・機器などの予約・運用管理をし業務の効率化を図ります

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	意思決定機関である取締役及び役員にて承認され、ホームページに公表しています。



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	当社ホームページ＞DX認定＞DX推進体制、DX人材育成・確保
https://www.kenk.jp/dxcert/

	記載内容抜粋
	◆DX推進体制
部署間の縦割りを無くしDX推進に取り組んでいます。
◆DX人材育成・確保
各部署のDX推進担当からなるDX戦略チームにおいて、部署ごとのデジタルツールの活用状況を確認し、さらに外部などからの情報をもとに新たなデジタルツールを導入するかディスカッションを行います。
　全社員にディスカッションの成果を共有することでDX教育に繋げています。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	当社ホームページ＞DX認定＞DX活用の環境整備
https://www.kenk.jp/dxcert/

	記載内容抜粋
	DX戦略チームが中心となり、外部からのDX情報の収集・共有・協議をすることでアップデートを繰り返し、弊社のDX戦略にマッチしたデジタル技術の導入を進めていきます。
また、社員が会社・現場・外出先・自宅どこにいても効率的に業務ができる体制を社員ひとりひとりの業務状況に応じて最適な環境を構築し多様な働き方を提供します。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	DX推進達成のための指標


	公表日
	2024年　1月　12日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社ホームページ＞DX認定＞DX推進達成のための指標
https://www.kenk.jp/dxcert/

	記載内容抜粋
	「DX推進指標」を活用し毎年数値を計測することで、DX推進の取組状況の進捗を管理しアップグレードを図ります。
目標数値　平均2.5　【2025年度末】



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	2024年　1月　12日


	発信方法
	当社ホームページ＞DX認定＞DX戦略推進への取組
https://www.kenk.jp/dxcert/

	発信内容
	ＤＸ戦略の推進は企業の宝である「人材」の確保、労働環境の改善、生産性向上に繋がります。
さらにはこれまでの業務プロセスを変革することにより、情報を充実させ活用することで新たな付加価値を創造できます。
弊社のコア事業である現場業務をさらに強靭化するために、DXを積極的に推進し社員全員が結束・協力し支え合うことで組織力強化を目指します。
株式会社研空社
　　　　　　　　代表取締役　小田茂幸



[bookmark: _Hlk156836633]　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2023年　12月頃　～　継続実施中


	実施内容
	自己診断フォーマットver2.3を添付いたします。



[bookmark: _Hlk156836655]　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2023年　12月頃　～　継続実施中


	実施内容
	SECURITY ACTION制度に基づく自己宣言【二つ星】を実施している



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

